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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　研磨剤組成物であって、
　ガラス状結合物質と、
　研磨剤物質と、
　該研磨剤組成物の１～４０体積％の量で存在する寸法安定化添加剤（ＤＳＡ）と、
を含み、
　該寸法安定化添加剤が前記結合物質に対して不活性であると共に４～９のモース硬度を
有し、
　前記研磨剤組成物が中空の球状充填剤を含まず、
　前記寸法安定化添加剤が破砕された耐火煉瓦である、研磨剤組成物。
【請求項２】
　前記寸法安定化添加剤が、前記研磨剤組成物の８～２０体積％の量で存在する、請求項
１に記載の研磨剤組成物。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、研磨物品、該物品の製造に用いられる組成物、及び該物品の製造方法に関す
る。
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【背景技術】
【０００２】
　例えば砥石車の製造時には、一部の成分を溶融し最終物品を形成する目的で物品を焼成
する。こうした溶融は物品の強度を高め、構造が固くなり物品を収縮させるという難点が
ある。研磨剤の比率が低い、より開放的な構造を有することによって、砥石車による研削
力を低減させることが一般的に望ましい。しかしながら、研磨剤の比率が低くなると、焼
成時に構造が更に固くなってしまう。こうした更なる収縮により研磨物品の体積が減少す
ることによって、最終物品における研磨剤の比率が「未焼成」の物品と比較して大幅に高
くなるために、研磨剤の量を低減させるという目的を達成できない。したがって、収縮を
低減させるための方法が常に求められている。
【０００３】
　開放構造を得やすくする目的でクルミ殻などの一時的気孔誘導材が広く用いられている
が、こうした一時的気孔誘導材が燃え尽きる（burnt out）か、蒸発した後に、空洞が残
るという影響がある。こうした空間は、次いで焼結収縮時に部分的に圧し潰される。これ
では、気孔誘導材を含む目的が一部損なわれる。
【０００４】
　一次研磨剤に加えて二次研磨剤を提供することで、焼結収縮が低減される。しかしなが
ら、この方法では、こうした研磨充填剤の硬度が高いために、より軟らかい充填剤のよう
に二次研磨充填剤が摩耗せず、使用時の研削力が上昇してしまうという問題がある。した
がって、この方法でも目的の達成が困難である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　したがって、最終物品に不要な特性を加えることのない、焼結された研磨物品の収縮を
低減させる方法がいまだに必要とされる。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　研磨剤組成物であって、ガラス状結合物質と、研磨剤物質と、研磨剤組成物の約１～約
４０体積％の量で存在する寸法安定化添加剤（ＤＳＡ）と、を含み、寸法安定化添加剤は
結合物質に対して不活性であると共に４～９のモース硬度を有し、研磨剤組成物は中空の
球状充填剤を含まない、研磨剤組成物。
【０００７】
　研磨物品を形成するための方法であって、研磨剤組成物であって、ガラス状結合物質と
、研磨剤物質と、研磨剤組成物の約１～約４０体積％の量で存在する寸法安定化添加剤（
ＤＳＡ）と、を含み、寸法安定化添加剤がガラス状結合物質に対して不活性であると共に
４～９のモース硬度を有し、中空の球状充填剤を含まない研磨剤組成物を形成する工程と
、金型内で研磨剤組成物を押し固める工程と、ガラス状結合物質、研磨剤物質、及び寸法
安定化添加剤を融合させて研磨物品を形成するために押し固められた組成物を加熱する工
程であって、寸法安定化添加剤がガラス状結合物質中に物理的に取り込まれる工程と、を
含む、研磨物品を形成するための方法。
【０００８】
　ガラス状結合物質と、研磨剤物質と、寸法安定化添加剤（ＤＳＡ）と、を含む組成物を
押し固めることによって形成される研磨物品であって、研磨剤組成物が、中空の球状充填
剤を含まず、押し固めて加熱した際の物品の体積の減少が１０％以下である、研磨物品。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本明細書で述べるもの以外の実施形態も検討されるものであり、本開示の範囲又は趣旨
から逸脱することなく実施可能である点が理解されるべきである。したがって、以下の「
発明を実施するための形態」は、限定する意味で理解すべきではない。
【００１０】
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　本明細書で使用されるすべての科学用語及び技術用語は、特に断りがない限り、当該技
術分野で一般的に用いられる意味を有する。本明細書にて提供される定義は、本明細書で
しばしば使用される特定の用語の理解を容易にするものであり、本開示の範囲を限定する
ものではない。
【００１１】
　特に断りがない限り、本明細書及び請求項において使用される形状寸法、量及び物理的
性質を表すすべての数字は、すべての場合において、用語「約」によって修飾されている
ものとして理解されるべきである。したがって、特に断りがない限り、先の明細書及び添
付した特許請求の範囲に記載される数値パラメータは、当業者が本明細書にて開示される
教示を利用して獲得しようとする所望の性質に応じて変化し得る概算である。
【００１２】
　端点による数値の範囲の記載には、その範囲に包含されるすべての数（例えば、１から
５という範囲には、１、１．５、２、２．７５、３、３．８０、４、及び５などが含まれ
る）及びその範囲内のすべての範囲が含まれる。
【００１３】
　本明細書及び添付の特許請求の範囲において用いる単数形「ａ」、「ａｎ」及び「ｔｈ
ｅ」は、内容によって明らかに示されない限り、複数の指示対象を有する実施形態を包含
する。本明細書及び添付の特許請求の範囲内にて用いる用語「又は」は、内容によって明
らかに示されない限り、「及び／又は」を含む意味で広く用いられる。
【００１４】
　本明細書では、研磨剤組成物を開示する。研磨剤組成物は、ガラス状結合物質と、研磨
剤物質と、寸法安定化添加剤（ＤＳＡ）とを含む。一実施形態では、研磨剤組成物は、中
空の球状充填剤を含まない。
【００１５】
　本明細書で開示する研磨剤組成物は、ガラス状結合物質を含む。ガラス状結合物質は、
加熱されると研磨物品のガラス状のマトリックスを形成する物質である。ガラス状結合物
質は、研磨物品内で研磨剤物質を共に結合する機能も有する。ガラス状結合物質は、当該
技術分野ではガラス状相、ガラス状ボンド、ガラス状マトリックス、セラミックボンド、
又はガラスボンドとも呼ばれる。
【００１６】
　一実施形態では、ガラス状結合物質は、ガラス状研磨物品を形成する際に当業者によっ
て一般的に用いられる任意の物質であってもよい。一実施形態では、ガラス状結合物質は
、ガラス微粒子、ガラス前駆粉末、又はこれらの組み合わせを含むことができる。ガラス
状結合物質としてガラス微粒子が用いられる一実施形態では、ガラス微粒子は、例えば－
２００又は－３２５メッシュの微細に粉砕された微粒子である。ガラス前駆粉末が用いら
れる一実施形態では、長石、タルク、ホウ砂、ソーダ、金属酸化物、及びこれらの組み合
わせを用いることができる。
【００１７】
　一実施形態では、ガラス状結合物質は、高温に加熱すると反応してガラスマトリックス
を形成する酸化物とケイ酸塩との混合物であってよい。ガラス状結合物質は、高温に加熱
すると溶融及び／又は融合して研磨物品のガラス状マトリックスを形成するフリットを更
に含んでもよい。こうしたフリットは、酸化物とケイ酸塩との組み合わせを調製し、これ
を高温に加熱して形成されたガラスを冷却して小粒子に破砕することで一般的に製造する
ことができる。こうしたフリットは、例えばフェロ社（Ferro Corporation）（オハイオ
州クリーブランド）から、広く市販されている。一実施形態では、フリットの粒子のサイ
ズは、研磨剤粒子のサイズと関係している。別の実施形態では、フリットは、研磨剤粒子
の平均粒径よりも小さい平均粒径を有する。
【００１８】
　一実施形態では、代表的なガラス状結合物質は、約７０～９０％のＳｉＯ２＋Ｂ２Ｏ３

、１～２０％のアルカリ酸化物、１～２０％のアルカリ土類酸化物、及び１～２０％の遷
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移金属酸化物を含有する。別の実施形態では、ガラス状結合物質は、約８２重量％のＳｉ
Ｏ２＋Ｂ２Ｏ３、５％のアルカリ酸化物、５％の遷移元素系列酸化物、４％のＡｌ２Ｏ３

、及び４％のアルカリ土類酸化物からなる組成を有する。別の実施形態では、ガラス状結
合物質として、約２０％のＢ２Ｏ３、６０％のシリカ、２％のソーダ、及び４％のマグネ
シアを有するフリットを使用することができる。当業者であれば、上記の特定の成分及び
それらの成分の量が、該組成物で形成される最終研磨物品に特定の性質を与えることを一
部目的として選択されることができる点が理解されよう。
【００１９】
　一実施形態では、ガラス状結合物質は、研磨剤組成物の１０～４０体積％の量で存在す
る。別の実施形態では、ガラス状結合物質は、研磨剤組成物の１５～３５体積％の量で存
在する。更に別の実施形態では、ガラス状結合物質は、研磨剤組成物の１８～２６体積％
の量で存在する。
【００２０】
　本明細書で開示する研磨剤組成物は、研磨剤物質を更に含有する。研磨剤物質は、研磨
物品に研磨性を与える機能を有する。本明細書で開示する研磨剤組成物で使用することが
可能な研磨剤物質には、一般的に知られ、当業者によって研磨物品を製造する目的で使用
されるものが含まれる。
【００２１】
　一実施形態では、研磨剤物質は、融合アルミナ、焼結ゾルゲルアルミナ、ゾルゲル窒化
アルミニウム／酸窒化アルミニウム、焼結ボーキサイトなどの１以上のアルミナ、炭化ケ
イ素、アルミナ－ジルコニア、酸窒化アルミニウム、セリア、亜酸化ホウ素、ガーネット
、フリント、天然及び人工ダイヤモンドなどのダイヤモンド、並びに立方晶窒化ホウ素（
ｃＢＮ）を含み得る。一実施形態では、研磨剤物質は、立方晶窒化ホウ素（ｃＢＮ）、ダ
イヤモンド、アルミナ、炭化ケイ素、又はこれらの組み合わせを含み得る。一実施形態で
は、研磨剤物質は、立方晶窒化ホウ素（ｃＢＮ）、ダイヤモンド、又はこれらの組み合わ
せである。
【００２２】
　使用される研磨剤物質のサイズは、研磨剤組成物から形成される研磨物品の最終的な目
的に少なくともある程度依存し得る。一実施形態では、２マイクロメートル（μｍ）～１
０００μｍの平均粒径を有する研磨剤物質を使用することができる。別の実施形態では、
１０μｍ～５００μｍの平均粒径を有する研磨剤物質を使用することができる。更に別の
実施形態では、４０μｍ～２５０μｍの平均粒径を有する研磨剤物質を使用することがで
きる。一実施形態では、米国の標準篩サイズで６０～３２５メッシュの研磨物質を使用す
ることができる。別の実施形態では、１００～２００メッシュサイズの研磨剤物質を使用
することができる。当業者であれば、１つの研磨剤組成物中で異なるサイズの同じ又は異
なる種類の研磨剤物質を使用できる点も理解されよう。
【００２３】
　研磨剤組成物中の研磨剤物質の量は、研磨剤組成物から形成される研磨物品の最終的な
目的に少なくともある程度依存し得る。一実施形態では、本明細書で開示する研磨剤組成
物は、１０～５５体積％の研磨剤物質を含み得る。別の実施形態では、本明細書で開示す
る研磨剤組成物は、１５～５０体積％の研磨剤物質を含み得る。更に別の実施形態では、
本明細書で開示する研磨剤組成物は、２５～４５体積％の研磨剤物質を含み得る。
【００２４】
　当業者であれば、本明細書を読むことによって、本明細書で開示する組成物を用いて形
成した物品の多孔性の所望のレベルが、その組成物中の研磨剤物質のサイズ及び研磨剤物
質の量の両方に少なくともある程度依存することが理解されよう。研磨剤物質の量が増え
るに従って、実現可能な多孔性は減少する。
【００２５】
　本明細書で開示する研磨剤組成物は、寸法安定化添加剤（本明細書において「ＤＳＡ」
とも呼ぶ）を更に含む。ＤＳＡは、本明細書で開示する研磨剤組成物で形成される物品の
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収縮を低減させる機能を有する。ＤＳＡは、収縮を低減する機能を有する一方で、なお低
い研削力を生成できる物品、即ち、開放構造を有する物品を作り出すことができる。
【００２６】
　一実施形態では、ＤＳＡは、ガラス状結合物質に対して不活性な物質又は物質の組み合
わせである。「ガラス状結合物質に対して物理的に不活性」とは、ガラス状結合物質が液
化した場合でも、ＤＳＡがガラス状結合物質と化学的に反応しないことを意味する。一実
施形態では、ＤＳＡのモース硬度は４～９である。鉱物の硬度を示すモーススケールは、
より硬い物質がより軟らかい物質を引っ掻く能力によって、様々な鉱物の耐スクラッチ性
を特徴付けるものである。強度の低い、即ちモース硬度が４よりも低い物質は、こうした
充填剤を含んだ最終物品の強度が低くなることから、ＤＳＡと同じ目的を果たすことはで
きない。一実施形態では、ＤＳＡは、本明細書で開示する研磨剤組成物で形成された焼結
研磨物品の強度を維持するだけの充分な硬度を有するが物品が高い研削力を生ずるほどに
は硬くない、比較的軟らかい無機充填剤である。
【００２７】
　一実施形態では、ＤＳＡは破砕された耐火煉瓦である。一実施形態では、ＤＳＡはグロ
ッグである。グロッグは、焼成粘土など、多くの物質を指し得る。グロッグは、これらに
限定されるものではないが、メリーランド・リフラクトリーズ社（Maryland Refractorie
s Company）（オハイオ州アイアンデール）及びクリスティー・ミネラルズ社（Christy M
inerals）（ミズーリ州セントルイス）などの多くの供給元から市販されている。これら
に限定されるものではないが、９５％シリカグロッグ、９０％アルミナグロッグ及び高デ
ューティグロッグなどの多くのグロッグが、メリーランド・リフラクトリーズ社（Maryla
nd Refractories Company）から入手可能である。一実施形態では、メリーランド・リフ
ラクトリーズ社（Maryland Refractories Company）から販売されるＨｉｇｈ　Ｄｕｔｙ
　Ｇｒｏｇと呼ばれるグロッグが用いられる。一般に、グロッグは篩にかけて既知の粒径
にする。一実施形態では、１０μｍ～２００μｍの粒径を有するグロッグを使用する。別
の実施形態では、３０μｍ～２００μｍの粒径を有するグロッグを使用する。更に別の実
施形態では、４５μｍ～１５０μｍの粒径を有するグロッグを使用する。
【００２８】
　別の実施形態では、ＤＳＡは、酸化セリウム、アンダルサイト、シリマナイト、ウィレ
マイト、又はこれらの組み合わせであることができる。こうした物質が使用される実施形
態では、粒径は１０μｍ～２００μｍであってよい。別の実施形態では、粒径は３０μｍ
～２００μｍであってよい。更に別の実施形態では、粒径は４５μｍ～１５０μｍであっ
てよい。
【００２９】
　本明細書で開示する研磨剤組成物は、一般に、所望の研削力を維持する開放構造を有す
る物品を得るのに充分な量のＤＳＡを含む。一実施形態では、ＤＳＡの量は、研磨剤組成
物全体の１～４０体積％である。別の実施形態では、ＤＳＡの量は、研磨剤組成物全体の
２～３０体積％である。更に別の実施形態では、ＤＳＡの量は、研磨剤組成物全体の８～
２０体積％である。
【００３０】
　本明細書で開示する研磨剤組成物は、前記ガラス状結合物質、前記研磨剤物質及び前記
ＤＳＡ以外の成分を更に含むことができる。物品の製造の容易性を援助及び／若しくは向
上させるか、又は物品の特性若しくは性能を変化させる目的で、他の成分を使用すること
は、当業者には広く知られたことである。こうした任意の添加剤としては、これらに限定
されるものではないが、潤滑剤、極圧剤、ワックス、例えばキアナイト、クライオライト
、及びサイアナイトなどの研削助剤、並びに一時的結合剤が挙げられる。こうした添加剤
は、当業者に一般に知られる量で添加することができる。
【００３１】
　一実施形態では、研磨剤組成物に一時的結合剤を添加する。一時的結合剤は、形成され
る物品が焼成される前に自己支持型であるように、研磨剤組成物の成分同士を充分に結合
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する機能を有する。一時的結合剤は、無機物質、有機物質、又はこれらの組み合わせであ
ってよい。一実施形態では、一時的結合剤は、有機化合物である。一般的に使用される有
機一時的結合剤には、ポリマー物質又はポリマー形成物質が含まれる。代表的な有機結合
剤としては、これに限定されるものではないが、フェノール樹脂が挙げられる。物品が金
型内で焼成される場合には、一時的結合剤の使用はそれほど重要ではないかあるいはまっ
たく必要でなく、焼成前の物品（即ち、未焼成の物品）がそれ自体で形状を維持できる必
要がない点にも留意されたい。
【００３２】
　本明細書で開示する研磨剤組成物の一実施形態は、中空の球状充填剤を含まない。中空
の球状充填剤は、開放構造の多孔性を低いレベルに維持する目的でしばしば使用される。
しかしながら、中空の球状充填剤を含むことによって、中空球の本来の弱さのために物品
の最終的な構造が弱くなるという影響がある。更に、一部の中空球状充填剤は、ガラス状
結合物質に対して不活性ではなく、球と液化したガラス状結合物質との反応によって発生
するガス状種のため、焼結時に研磨物品の膨張を引き起こしてしまう。これによって開放
構造が得られるものの、構造の強度は一般的に低くなることから、再現可能な密度を有す
る物品を一貫して製造することが困難となる。
【００３３】
　例えば、研磨剤組成物が最終的に砥石車を形成する実施形態では、ガラス状結合物質、
研磨剤物質、及びＤＳＡの選択及び量は、砥石車によって製造される部品の数を最大とす
る一方で、材料の除去プロセスで発生する研削力が最小となるように、一般的に選択され
る。砥石車の「構造を開放する」とは、研磨剤の全体の体積比率を低減させることを言う
。原則的に、これにより、切断点が少なく、工作物の材料に対して摩擦される結合物質が
少なくなるために、研削力が低下する。しかしながら、実際には焼結に際して固体（即ち
研磨剤）の体積比率を低減させると、固化を抑制するのは焼結時における固体相の相互作
用であることから、より収縮が大きくなる。この更なる収縮によって研磨物品の体積が減
少し、「焼成後」の製品中の研磨剤の比率が「未焼成」状態におけるよりも大幅に高くな
るため、研磨剤の量を低減するという目的が達せられなくなる。
【００３４】
　例えば適当な破砕した耐熱性セラミックをガラス化した組成物に加えることによって焼
結収縮が劇的に低減し、研磨剤含有率が充分に低い、高強度の研磨物品の製造が可能とな
ることが分かっている。こうした物品は研削の際の研削力が低く、内部研削や、超合金及
びステンレス鋼などの加工硬化性が高い材料の研削におけるような、高い研削力が許容さ
れない場合に、使用者にとって魅力的なものとなる。
【００３５】
　本明細書で開示する研磨剤組成物を用いて研磨物品を形成することができる。こうした
方法は、研磨剤組成物を形成する工程を含む。研磨剤組成物を形成するには、当業者に既
知の従来のブレンド技術、条件及び装置を一般的に使用することができる。ガラス状結合
物質、研磨剤物質、ＤＳＡ及び任意の添加剤を任意の順序で組み合わせて組成物を製造す
ることができる。一実施形態では、研磨剤物質をＤＳＡと合わせ、次いでこれら２つの成
分をガラス状結合物質とブレンドした後、一時的結合剤などの、組成物に添加される任意
の物質を添加することができる。実施形態によっては、特に使用される一時的結合剤（添
加する場合）が揮発性である場合には、一時的結合剤を最後に添加すると有利である場合
がある。
【００３６】
　研磨剤組成物が形成された時点で、これを金型内で押し固める。一実施形態では、研磨
剤組成物の測定された量を、研磨物品の所望の形状及び全体の大きさを規定する金型内に
入れる。金型の種類及び形状は、充分に当業者の技術水準の範囲内である。次いで、組成
物を金型内で押し固める。押し固められた物品は、「未焼成」物品又は「焼成前」物品と
称される。
【００３７】
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　加熱する工程によって、ガラス状結合物質、研磨剤物質、及びＤＳＡを研磨物品に形成
し、その際ＤＳＡは、ガラス状結合物質中に物理的に取り込まれる。「ガラス状結合物質
中に物理的に取り込まれる」とは、ＤＳＡがガラス状結合物質の空洞内に収容されるので
はなく、ガラス状結合物質中に実質上封入されることを意味する。加熱工程では、ガラス
状結合物質が溶融され、ガラス状結合物質のこの溶融が、ガラス状相をほぼ連続的にし、
そのため研磨剤粒子を必要な形状及び構造に結合させることが可能となることによって、
最終的な研磨物品の強度を高くする。ガラス状結合物質の溶融が製品を固化させ、これに
より押し固められた状態の「未焼成」の体積を更に減少させるのは、この加熱工程におい
てである。この固化は、ガラス状結合物質間の空洞が除去される結果であり、粒子が液体
物質の表面張力の作用により合着する際の表面積の減少によって、あるいは圧力を同時に
作用させることによって、熱力学的に進行する。
【００３８】
　実施形態によっては、押し固める工程と加熱する工程とを同時に行うか、又は少なくと
もいくらか同時に行うことができる。他の実施形態では、押し固める工程を加熱する工程
の前に行う。実施形態によっては、加熱する工程を行う前に、押し固められた組成物を金
型から取り出すことができる。
【００３９】
　一実施形態では、例えば、ガラス状結合物質を溶融するのに必要な温度よりも低い温度
で行う先の加熱段階、及びガラス状結合物質を溶融するのに充分に高い温度で行う後の加
熱段階のように、１以上の段階で加熱する工程を行うことができる。 実施形態によって
は、先の加熱段階は、１９９℃（３９０°Ｆ）～２９９℃（５７０°Ｆ）とすることがで
きる。こうした先の加熱段階は、本明細書中で未焼成物品と称される、自己支持型である
が焼成されていない物品を製造するために、組成物の成分を充分に結合させる上で有用で
あり得る。後の加熱段階、又は加熱が段階に分けられていない場合には加熱工程は、５３
８℃（１０００°Ｆ）～１０９３℃（２０００°Ｆ）で一般的に行うことができる。別の
実施形態では、後の加熱段階、又は加熱が段階に分けられていない場合には加熱する工程
は、７０４℃（１３００°Ｆ）～９８２℃（１８００°Ｆ）で一般的に行うことができる
。
【００４０】
　研磨剤組成物は、上記に述べた方法を含む、当業者に既知の方法を用いて、研磨物品に
形成することができる。このように形成された物品は、ほぼガラス状の研磨物品であり、
これらに限定されないが砥石車及び砥石などの多くの用途で使用することができる。
【００４１】
　一実施形態では、本明細書で開示する組成物から形成された物品は、押し固めて加熱し
た後の体積の減少率が１０％以下である。別の実施形態では、本明細書で開示する組成物
から形成された物品は、押し固めて加熱した後の体積の減少率が８％以下である。更に別
の実施形態では、本明細書で開示する組成物から形成された物品は、押し固めて加熱した
後の体積の減少率が４％以下である。
【実施例】
【００４２】
　以下の実施例を参照して本開示に更に付け加える。これらの実施例はさまざまな特定の
実施形態を示すものであり、本開示の範囲を限定することを目的とするものではない。
【００４３】
　以下に挙げる組成物で一連の破断係数（ＭＯＲ）試験用棒材を作製した。組成物は、研
磨剤物質をＤＳＡ（使用する場合）と規定の量で混合することによって調製した。使用さ
れた研磨剤物質は、８０／１００ＵＳメッシュ及び３２５／４００　ＵＳメッシュサイズ
の立方晶窒化ホウ素（ｃＢＮ）研磨剤であった。ＤＳＡ物質はメリーランド・リフラクト
リーズ社（Maryland Refractories）（オハイオ州アイアンデール）のＨｉｇｈ　Ｄｕｔ
ｙ　Ｇｒｏｇであった。得られた混合物に、ガラス状結合物質として、２０％のＢ２Ｏ３

、６０％のシリカ、２％のソーダ、及び４％のマグネシアからなる－２００メッシュサイ
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ズのホウケイ酸ガラス（フェロ社（Ferro Corporation）（オハイオ州クリーブランド）
より入手）を加えた。比較実施例Ｅ及びＦには、中空のガラスミクロスフェア、具体的に
は３Ｍ（登録商標）のＺｅｏｓｐｈｅｒｅｓ（登録商標）中空ガラスミクロスフェアが含
まれた。
【００４４】
　次いで、得られた組成物を金型に計量して入れた。３．８ｃｍ×０．９５×０．５ｃｍ
（１．５×０．３７５×０．２００インチ）の試験用棒材を液圧プレスで３７０ＭＰａに
て５秒間押し固め、空気流中で８７０℃にて焼結した。焼結前（「未焼成」）及び焼結後
（「焼成」）の寸法を記録し、収縮率を体積比率で計算した。次いで、各組成物のＭＯＲ
をチャティロン（Chatillon）力学試験機を用いて３点曲げ試験を行って測定した。下記
表２にこれらの例の収縮率のデータ（date）を示す。
【００４５】
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【表１】

【００４６】
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【００４７】
　２つの表から明らかなようにＤＳＡ添加剤が含まれていない場合には、焼結収縮率は研
磨剤の比率が低下すると共に極めて高くなり、初めに２５体積％の研磨剤を含有する組成
物（比較実施例Ｊ）では３６体積％に達する。セラミック球はガラスフリットと反応して
、これを体積で２１％も膨張させた（比較実施例Ｆ）。粗粒（８０／１００メッシュ）の
研磨剤を用いた実施例では、１５体積％のＤＳＡの添加によって焼結収縮率が１７体積％
から２体積％に低下したことが分かる（比較実施例Ｃ対実施例２）。
【００４８】
　収縮率の低下の実際の効果は、最終的な体積比率の研磨剤に対するバルク試料収縮率の
結果を示した表２に見ることができる。焼結前の初めの体積比率が３７．５体積％である
研磨剤の試料では、焼成後の研磨剤の有効体積比率はＤＳＡの非存在下では４５％にまで
上昇したのに対し（比較実施例Ｃ）、ＤＳＡを含む実施例では３８．３体積％に上昇した
だけであった（実施例２）。
【００４９】
　表２は更に、破断強度に対するＤＳＡの添加の効果を示しており、ＤＳＡを含む場合に
は充分な強度が保たれることを実証している。実際、細粒のｃＢＮを有する場合、強度は
実際に高くなるが、これは恐らく分散による強化機構（比較実施例３及び４並びに比較実
施例１）によるものと考えられる。
【００５０】
　以上、研磨剤組成物及び該組成物で形成された物品の実施形態を開示した。当業者であ
れば本開示の主題は開示されたもの以外の実施形態で実施することが可能である点が認識
されよう。開示した実施形態は、説明を目的として示したものであって限定を目的とした
ものではなく、本開示は以下の特許請求の範囲によってのみ限定されるものである。
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